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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 237,311 301,243 487,856

経常利益 （百万円） 20,635 19,085 36,597

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 15,894 9,134 14,342

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,374 18,643 △1,499

純資産額 （百万円） 257,108 314,646 343,589

総資産額 （百万円） 736,334 848,624 920,786

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 85.45 49.33 77.24

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.1 28.2 24.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △15,203 10,055 32,370

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △12,693 △4,002 △38,550

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 26,576 △51,367 71,667

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 55,165 76,527 121,912

 

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 38.37 32.47

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。また、主要な関係会

社の異動については、以下のとおりです。

［その他］

　当社は、2020年６月26日を効力発生日として、当社の完全子会社である前田総合インフラ株式会社を吸収合併した

ため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

(1) 経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の長期化の影

響により、多くの社会経済活動において制約を受けるなかで、各種政策の効果による持ち直しの動きはあるもの

の、総じて厳しい状況が続きました。

　建設業界においては、関連予算の執行により公共投資は堅調に推移していますが、企業の設備投資の動きは弱

まっており、依然として慎重な状況が続きました。

　このような状況のなか、当社は、2019年度を初年度とする中期経営計画「Maeda Change 1st Stage’19～’21」

における、付加価値生産性向上への基盤を構築する「生産性改革」、新たなステージへの挑戦に向けた「脱請負事

業の全社的推進」、新たな企業文化への変革に向けた土台を構築する「体質改善」の３つの重点施策に取り組んで

きました。

　当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は前年同四半期連結累計期間比26.9％増の3,012億円余、営業

利益は174億円余となり、経常利益は190億円余となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益について

は、91億円余となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、新たに舗装事業を報告セグメント

としています。

（建築事業）

建築事業においては、受注高は前年同四半期連結累計期間比6.1％増の787億円余（当社単体ベース）、売上高

は前年同四半期連結累計期間比12.5％減の1,113億円余、セグメント利益は前年同四半期連結累計期間比9.7％増

の19億円余となりました。

（土木事業）

土木事業においては、受注高は前年同四半期連結累計期間比36.8％減の511億円余（当社単体ベース）、売上

高は前年同四半期連結累計期間比11.8％減の714億円余、セグメント利益は前年同四半期連結累計期間比25.9％

減の98億円余となりました。

（舗装事業）

舗装事業においては、売上高は949億円余、セグメント利益は33億円余となりました。

（製造事業）

製造事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比16.0％減の154億円余、セグメント利益は前年同

四半期連結累計期間比33.7％減の５億円余となりました。

（インフラ運営事業）

インフラ運営事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比24.1％減の72億円余、セグメント利益は

前年同四半期連結累計期間比14.9％減の15億円余となりました。

（その他）

その他の事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比24.5％減の８億円余、セグメント利益は前年

同四半期連結累計期間比42.2％減の２億円余となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間における総資産は、現金預金の減少などにより前連結会計年度に比べ721億円余減少

し、8,486億円余（前年同四半期連結会計期間は7,363億円余）となりました。負債は、工事未払金等の減少などに

より前連結会計年度に比べ432億円余減少し、5,339億円余（前年同四半期連結会計期間は4,792億円余）となりま

した。また純資産は、前連結会計年度に比べ289億円余減少し、3,146億円余（前年同四半期連結会計期間は2,571

億円余）となりました。以上の結果、純資産の額から非支配株主持分を控除した自己資本の額は2,391億円余とな

り、自己資本比率は前連結会計年度の24.8％から28.2％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が258億円余減少したことなどに

より、100億円余（前年同四半期連結累計期間は△152億円余）となりました。投資活動によるキャッシュ・フロー

は、有形・無形固定資産の取得を92億円余行ったことなどにより、△40億円余（前年同四半期連結累計期間は△

126億円余）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、非支配株主への配当金の支払額が448億円余と

なったことなどにより、△513億円余（前年同四半期連結累計期間は265億円余）となりました。以上の結果、現金

及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末の残高は、前連結会計年度に比べて453億円余減少し、765億円余

（前年同四半期連結累計期間は551億円余）となりました。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が定めている経営方

針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）に重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間は、建築事業、土木事業、舗装事業、製造事業及びインフラ運営事業を中心に研究開

発を行い、その総額は2,728百万円余です。当社グループはいわゆるゼネコンから「総合インフラサービス企業」

に変革するため、また、多様化・高度化する社会のニーズに対応するため、生産性や品質の向上など社会的価値と

事業価値の向上を同時に実現する研究開発を推進しています。

今期は前期からの継続課題に加え、オープンイノベーションによるイノベーション創出も更に加速し、例えば建

築作業所での自動搬送の試行に取り組んでいます。併せて年初から問題になっている新型コロナウイルス対応も最

重要と捉えて、研究開発を進めています。2019年に始動した「ＩＣＩ総合センター」ではオープンイノベーション

の一環として新型コロナウイルス対策のアイデアを募集する「ＩＣＩ　ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮ　ＡＷＡＲＤＳ」を

開催し、最終審査は完全オンラインイベントとして一般公開されました。現在、アワードで受賞した企業との共創

を進めています。更にオンラインイベントの延長として、ネットやバーチャル空間だけでオープンイノベーション

を推進できるＷｅｂサイト上のＩＣＩ＝「ＩＣＩイノベーションＬＩＶＥ」を開設しました。また、ＩＣＩ総合セ

ンターの主要施設であり、新たな価値創造に寄与できる人材を開発する「ＩＣＩキャンプ」を利用した人材育成に

取り組んでいます。

近い将来、建設業は大きな変革を迎えると考えられ、技術開発においても激しい変化に対応できる多様性と迅速

性が求められており、大学や公的研究機関・異業種企業との技術協力や共同開発などのオープンイノベーションを

積極的に推進していきます。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 　　　　　　　　　　　635,500,000

計 　　　　　　　　　　　635,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 194,608,482 194,608,482 東京証券取引所市場第一部 単元株式数は、100株

計 194,608,482 194,608,482 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 194,608,482 － 28,463 － 36,587
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(5) 【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

光が丘興産株式会社 東京都練馬区高松５－８－20 24,311 12.50

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 12,838 6.60

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１－８－12 7,934 4.08

前田道路株式会社 東京都品川区大崎１－11－３ 6,737 3.46

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿２－４－１ 5,885 3.03

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 5,100 2.62

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳ

Ｅ　ＢＡＮＫ　３８５６３５

（常任代理人　株式会社

みずほ銀行決済営業部）

２５　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，

ＣＡＮＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ，

ＬＯＮＤＯＮ，　Ｅ１４　５ＪＰ，

ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都港区港南２－15－１）

4,938 2.54

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ

ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５００１

（常任代理人　株式会社

みずほ銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１

Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都港区港南２－15－１）

4,897 2.52

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 4,150 2.13

株式会社日本カストディ銀行

（信託口５）
東京都中央区晴海１－８－12 3,272 1.68

計 － 80,065 41.17

 

EDINET提出書類

前田建設工業株式会社(E00051)

四半期報告書

 6/23



(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 146,100

（相互保有株式）
－ －

普通株式 6,737,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 187,680,700 1,876,807 －

単元未満株式 普通株式 43,782 － －

発行済株式総数  194,608,482 － －

総株主の議決権  － 1,876,807 －

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

 
所有者の氏名又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

前田建設工業株式会社

東京都千代田区

富士見２－10－２
146,100 － 146,100 0.08

（相互保有株式）

前田道路株式会社

東京都品川区

大崎１－11－３
6,737,900 － 6,737,900 3.46

計 － 6,884,000 － 6,884,000 3.54

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 119,198 77,162

受取手形・完成工事未収入金等 256,492 230,645

有価証券 3,330 －

販売用不動産 1,987 1,987

商品及び製品 969 1,756

未成工事支出金 25,495 23,568

材料貯蔵品 2,186 2,387

その他 46,078 46,371

貸倒引当金 △136 △109

流動資産合計 455,601 383,770

固定資産   

有形固定資産 136,893 137,520

無形固定資産   

公共施設等運営権 118,933 116,775

公共施設等運営事業の更新投資に係る資産 24,613 24,100

のれん 48,689 43,820

その他 6,428 7,098

無形固定資産合計 198,665 191,795

投資その他の資産   

投資有価証券 113,334 119,618

繰延税金資産 702 662

退職給付に係る資産 6,284 6,631

その他 13,034 12,408

貸倒引当金 △4,114 △4,057

投資その他の資産合計 129,240 135,263

固定資産合計 464,799 464,580

繰延資産 386 273

資産合計 920,786 848,624
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 10,328 5,953

工事未払金等 108,410 89,448

短期借入金 106,880 88,278

1年内返済予定のノンリコース借入金 1,616 1,558

1年内償還予定の社債 － 5,000

未払法人税等 7,187 6,957

未成工事受入金 39,338 34,467

工事損失引当金 310 216

その他の引当金 9,227 9,024

公共施設等運営権に係る負債 4,449 4,475

公共施設等運営事業の更新投資に係る負債 3,443 3,299

その他 48,489 40,022

流動負債合計 339,682 288,702

固定負債   

社債 30,000 45,000

ノンリコース社債 20 20

長期借入金 22,217 18,671

ノンリコース借入金 17,482 16,515

繰延税金負債 6,646 6,659

退職給付に係る負債 21,422 20,628

その他の引当金 378 435

公共施設等運営権に係る負債 112,900 110,656

公共施設等運営事業の更新投資に係る負債 22,479 22,609

その他 3,968 4,077

固定負債合計 237,515 245,274

負債合計 577,197 533,977

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,463 28,463

資本剰余金 36,680 36,885

利益剰余金 158,907 164,386

自己株式 △4,097 △3,543

株主資本合計 219,954 226,191

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,336 19,589

繰延ヘッジ損益 △16 △24

為替換算調整勘定 △0 △0

退職給付に係る調整累計額 △6,880 △6,581

その他の包括利益累計額合計 8,439 12,982

非支配株主持分 115,195 75,472

純資産合計 343,589 314,646

負債純資産合計 920,786 848,624
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高   

完成工事高 208,330 182,849

その他の事業売上高 28,980 118,393

売上高合計 237,311 301,243

売上原価   

完成工事原価 180,997 158,499

その他の事業売上原価 22,933 99,991

売上原価合計 203,931 258,490

売上総利益   

完成工事総利益 27,333 24,350

その他の事業総利益 6,047 18,402

売上総利益合計 33,380 42,752

販売費及び一般管理費 ※１ 15,344 ※１ 25,309

営業利益 18,035 17,443

営業外収益   

受取利息 102 73

受取配当金 1,008 3,222

持分法による投資利益 2,994 －

その他 148 192

営業外収益合計 4,253 3,488

営業外費用   

支払利息 1,105 1,284

為替差損 144 16

持分法による投資損失 － 79

その他 403 465

営業外費用合計 1,652 1,846

経常利益 20,635 19,085

特別利益   

固定資産売却益 0 31

投資有価証券売却益 50 3,244

その他 4 24

特別利益合計 56 3,300

特別損失   

固定資産除却損 14 152

投資有価証券評価損 － 270

その他 24 99

特別損失合計 39 522

税金等調整前四半期純利益 20,652 21,862

法人税、住民税及び事業税 3,562 9,188

法人税等調整額 391 △1,592

法人税等合計 3,954 7,595

四半期純利益 16,698 14,266

非支配株主に帰属する四半期純利益 803 5,131

親会社株主に帰属する四半期純利益 15,894 9,134
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 16,698 14,266

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,474 4,096

繰延ヘッジ損益 △22 △16

為替換算調整勘定 10 △0

退職給付に係る調整額 202 274

持分法適用会社に対する持分相当額 △39 21

その他の包括利益合計 △4,323 4,376

四半期包括利益 12,374 18,643

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,606 13,678

非支配株主に係る四半期包括利益 768 4,965
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 20,652 21,862

減価償却費 7,380 14,767

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △83

工事損失引当金の増減額（△は減少） 25 △94

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △402 △1,069

受取利息及び受取配当金 △1,110 △3,295

支払利息 1,105 1,284

為替差損益（△は益） 171 143

持分法による投資損益（△は益） △2,994 79

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △49 △3,202

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） － 270

固定資産売却損益（△は益） △1 △31

売上債権の増減額（△は増加） △20,940 25,846

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,639 1,927

たな卸資産の増減額（△は増加） △476 △987

未収消費税等の増減額（△は増加） 5,046 △7,988

仕入債務の増減額（△は減少） △7,213 △23,335

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,071 △4,871

預り金の増減額（△は減少） △6,662 △4,064

その他 △5,270 △456

小計 △13,326 16,701

利息及び配当金の受取額 2,776 3,578

利息の支払額 △1,121 △1,246

法人税等の支払額 △3,531 △8,977

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,203 10,055

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 30 －

信託受益権の売却による収入 － 4,300

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,222 △9,225

公共施設等運営権の取得による支出 △2,029 △2,053

公共施設等運営事業の更新投資による支出 △1,159 △191

有形及び無形固定資産の売却による収入 1 90

補助金の受入による収入 46 －

投資有価証券の取得による支出 △1,469 △2,608

投資有価証券の売却による収入 225 5,393

関係会社株式の取得による支出 △604 △275

貸付けによる支出 △712 △502

貸付金の回収による収入 438 346

その他 △236 723

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,693 △4,002
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 29,843 △21,600

長期借入金の返済による支出 △405 △445

ノンリコース借入金の返済による支出 △993 △1,025

社債の発行による収入 14,909 19,888

社債の償還による支出 △10,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △162 △122

自己株式の取得による支出 △2,204 △0

自己株式の売却による収入 － 509

配当金の支払額 △3,770 △3,640

非支配株主への配当金の支払額 △454 △44,870

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△150 －

その他 △33 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー 26,576 △51,367

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84 △70

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,405 △45,384

現金及び現金同等物の期首残高 56,570 121,912

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 55,165 ※１ 76,527
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった前田総合インフラ(株)は当社を存続会社とする吸

収合併に伴う消滅により、連結の範囲から除外しています。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

 

(1)株式給付信託（従業員持株会処分型）

　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、従

業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

 

１．取引の概要

　当社は、2019年３月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」という。）を導入

しました。

　本制度の実施にともない、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」とい

う。）を受託者とする「株式給付信託《従業員持株会処分型》契約書」（以下かかる契約に基づいて設定

される信託を「本信託」という。）を締結しました。また、受託者は、資産管理サービス信託銀行株式会

社（以下「信託Ｅ口」という。）を再信託受託者として当社株式などの本信託の信託財産を再信託する契

約を締結しています。信託Ｅ口は、信託設定後３年間にわたり「前田建設工業社員持株会」（以下「持株

会」という。）が取得する見込みの当社株式を取得し、定期的に持株会に対して売却を行っています。信

託終了時までに、信託Ｅ口による持株会への当社株式の売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相

当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配します。

また、当社は、信託Ｅ口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に対し保証をしているため、信託

終了時において、当社株式の株価の下落により株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基

づき当該残債を弁済することとなります。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に

自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度562百万円、496

千株、当第２四半期連結会計期間296百万円、261千株です。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度678百万円、当第２四半期連結会計期間576百万円

 

(2)株式給付信託（ＢＢＴ）

　当社は、当社の取締役（社外取締役である者を除く。）及び執行役員（以下「対象取締役等」という。）

の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役等の企業価値向上に対するインセ

ンティブを強化するとともに、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役等に信

託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

 

１．取引の概要

　当社は、2019年６月21日開催の第74回定時株主総会決議に基づき、新たな業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託（ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しました。

　本制度は、対象取締役等に対し、当社が定める役員株式給付規程（以下「本規程」という。）に従い、

業績達成度等に応じて当社所定の基準によるポイントを付与し、中期経営計画期間終了直後の一定の期日

に対象取締役等のうち本規程に定める受益者要件を満たした者（以下「受益者」という。）に対して、当

該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただし、受益者が本規程に定める要件

を満たす場合には、ポイントの一定割合について、当社株式の時価相当の金銭を給付します。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に

自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度及び当第２四半

期連結会計期間ともに549百万円、657千株です。
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（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定につ

いて重要な変更はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

　　次の会社について、金融機関からの借入金等に対し保証を行っています。

　(1）借入保証

　　※いずもんリテイリング(株)は関係会社です。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

浅井建設(株) 965百万円 浅井建設(株) 915百万円

いずもんリテイリング(株) 54 いずもんリテイリング(株) 52

計 1,019 計 967

 

　(2）工事入札・履行保証等

　　※東洋建設(株)、Maeda Vietnam Co.,Ltd.は、いずれも関係会社です。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

東洋建設(株) 308百万円 東洋建設(株) －百万円

Maeda Vietnam Co.,Ltd. 149 Maeda Vietnam Co.,Ltd. 1,086

計 457 計 1,086

 

２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2020年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 10,641百万円 8,017百万円

受取手形流動化による譲渡高 2,299 465

 

３．　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を

締結しています。契約極度額は20,000百万円ですが、前連結会計年度末、当第２四半期連結会計期間末ともに

本契約に基づく借入金残高はありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

　※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2019年４月１日
　　至 2019年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　　至 2020年９月30日）

従業員給料手当 5,087百万円 6,626百万円

賞与引当金繰入額 1,538 2,696

退職給付費用 387 483

貸倒引当金繰入額 △14 △25

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日

至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金預金勘定 55,910百万円 77,162百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △594 △462

信託別段預金（注） △150 △171

現金及び現金同等物 55,165 76,527

（注）株式給付信託（従業員持株会処分型）及び株式給付信託（ＢＢＴ）に属するものです。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 3,770 20.0 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額です。

２．2019年６月21日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が

保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日

定時株主総会
普通株式 3,640 20.0 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額です。

２．2020年６月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が

保有する当社株式に対する配当金９百万円、及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する配当

金13百万円が含まれています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 建築事業 土木事業 舗装事業 製造事業
インフラ
運営事業

計

売上高           

外部顧客への
売上高

127,342 80,987 － 18,377 9,541 236,250 1,061 237,311 － 237,311

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,120 112 － 1,782 － 3,015 7 3,022 △3,022 －

計 128,463 81,100 － 20,159 9,541 239,265 1,069 240,334 △3,022 237,311

セグメント利益 1,739 13,255 － 759 1,799 17,554 482 18,036 △1 18,035

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業です。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引△１百万円が含まれています。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 建築事業 土木事業 舗装事業 製造事業
インフラ
運営事業

計

売上高           

外部顧客への
売上高

111,383 71,466 94,901 15,444 7,245 300,441 801 301,243 － 301,243

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

423 79 1,076 1,221 － 2,801 17 2,818 △2,818 －

計 111,806 71,545 95,978 16,666 7,245 303,242 819 304,062 △2,818 301,243

セグメント利益 1,907 9,818 3,351 503 1,530 17,111 279 17,390 52 17,443

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業です。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引52百万円が含まれています。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度末に前田道路(株)を連結子会社化したことに伴い、第１四半期連結会計期間より前田道路

(株)の重要性が増したため、「舗装事業」を新たに報告セグメントとして区分しています。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分の方法によ

り作成しています。
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（金融商品関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載を省略しています。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載を省略しています。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載を省略しています。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益 85円45銭 49円33銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 15,894 9,134

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（百万円） 15,894 9,134

普通株式の期中平均株式数 （千株） 186,017 185,196

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（従業員持株会処分型）及び株式給付信託

（ＢＢＴ）に残存する自社の株式は１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めています。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期

間において株式給付信託（従業員持株会処分型）は625千株、株式給付信託（ＢＢＴ）187千株、当第２四

半期連結累計期間において株式給付信託（従業員持株会処分型）387千株、株式給付信託（ＢＢＴ）657千

株です。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月10日

前田建設工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴木　理　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 飴谷　健洋　　㊞

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前田建設工業株

式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、前田建設工業株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

前田建設工業株式会社(E00051)

四半期報告書

22/23



 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

　以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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